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課室名:課室名:農村整備課

内線:内線:4347

事業名

事 業
期 間

根 拠
法 令

昭和27年度～
平成30年度

会計 款 項 目

一般会
計

農地費農林水
産業費

土地改良費

説明事業

団体営土地改良事業費

戦略項目

担当名:担当名:水利施設整備担当

農山漁村地域整備交付金交付要綱、農地防災事業等補助金交付

要綱、土地改良施設維持管理適正化事業実施要綱

08　　　埼玉農業の競争力強化

030201　収益力ある農業の確立

予算額

決定額 281,440281,440

前年額 219,470219,470

212,100212,100

157,470157,470

69,34069,340

62,00062,000

61,97061,970

前年との
対比

財　　源　　内　　訳

国庫支出金
一般財源

番号

団体営基盤整備促進事業

１　事業概要

　比較的小規模な農業水利施設の機能を維持するため、

耐震性等を調査するとともに、対策工事を行う。

　また、比較的小規模な農業水利施設の整備を実施する

ための事業計画を策定する。

　農業水利施設の定期的な整備補修を実施し、施設機能

の保持と延命化を図る。

（１）団体営基盤整備促進事業　　　　212,200千円

（２）土地改良施設維持管理適正化事業 69,240千円

２　事業主体及び負担区分

（１）（国5/10・県0）事業主体5/10、

　　　（国10/10・県0）事業主体0、

　　　（県10/10）事業主体0

（２）国3/10・(県3/10)・市町村及び改良区4/10

３　地方財政措置の状況

　交付税単位費用算定あり

　「第五節産業経済費」「第一款農業行政費」「農業振

興費」「農村振興費」

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

　9,500千円×1.3人＝12,350千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　ア 団体営基盤整備促進事業　　　　　　　　　　　　　　　平成27度要求額
  　 　　種　別　　　　　新規継続の別　地区数  総事業費　　事業費　　予算額    工事内容

   　地域ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ　　　　継続　　　　 1      72,300     11,000     5,500　　排水路1,566m
　　　　　　　　　　　　　　新規　　　　 1      49,700      5,000     2,500    設計1式
　　　　　　　　　　　　　　 計          2     122,000     16,000     8,000

   　   防災減災        　　継続　　　　 1      42,000     17,000    17,000　　事業計画策定1式
       　　　　         　　新規         7     177,100    177,100   177,100　　耐震性点検1式
                             計          8     219,100    194,100   194,100

　　 埼玉型ほ場整備事業　　 継続　　　　 2         100        100       100　　共助活動費1式
　　　　　　　　　　　　　　新規　　　　 1　　　10,000　　 10,000　　10,000　　区画拡大10ha
　　　　　　　　　　　　　　 計          3      10,100     10,100    10,100

　　 耐用年数を迎える前に、予防的な補修補強等を行うことにより、施設が長寿命化し、ライフサイクルコスト

         合　計　　　　　　　　　　　　 13　　 351,200    220,200   212,200

　　イ 土地改良施設維持管理適正化事業
  　 　　種　別　　　　　新規継続の別　地区数  総事業費　　平成27年度要求額        　　工事内容
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事業費　　予算額
     　　　　　　　     　　継続　　　 205     924,000    184,800    55,440
                        　　新規        50     230,000     46,000    13,800　　土地改良施設の整備補修1式
                         　　計        255   1,154,000    230,800    69,240

（２）事業効果

(単位：千円)

　　　補助金（国庫）

　 が低減できる。
     ため池及び河川工作物を整備することにより、堤防の決壊などを防止し、地域の安全安心度が向上する。

分野施策


